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　｢外交・安全保障｣ ｢教育｣ ｢税制｣。私はこの３つに
日本の大きな課題があると考えています。なかでも最も
根本的な議論が行われていないのが ｢外交・安全保障」
です。第２次世界大戦後、日本は日米同盟をベースとし
た米国の抑止力に守られ、経済活動にまい進し、平和
と繁栄を享受してきました。また、安全保障や国防につ
いて議論することがタブー視された時期があったことな
どから安全保障への国民の関心は総じて低く、主権国
家なら当然考えるべき、｢国民の生命と財産を自国の力
でどう守るか｣ ということに真剣に取り組んできたとは
言い難い状況でした。
　しかし昨年来、韓国の哨戒艦の沈没事件、尖閣諸島
沖での中国漁船衝突事件、北朝鮮による延坪島への砲
撃…と北東アジア情勢の緊張が高まっています。そして
それに呼応するように安全保障に対する国民の意識も高
まってきました｡ 政府は､ 国民の理解を得ながら外交や
安全保障に対する考え方を表明し､ 手を打つべきところ
ですが、民主党政権の対応はいかにも場当たり的で腰
の座っていないお粗末なものに終始しています。その最
大の原因は、基本戦略と政治のリーダーシップの欠如に
あると思いますが、これは民主党だけのせいとは言えま
せん。外交や安全保障についての議論を避け、憲法に
ついても議論百出するだけで、政治家も改正の手続き
論さえ決められない。こんなふうに目前の問題から目を
そむけ、先送りしてきてしまったわれわれ全員の責任な
のです。そのツケがここへきて一気に噴出し、対応を間
違えると国の存亡にもかかわるような事態となってし
まっているのです。
　貿易立国でしか成り立たない日本は、安全保障を考
慮しながら国を開いていかざるを得ません。まずは、い
まやアジア太平洋全体の安全保障にも不可欠な存在と

なった日米同盟をベースに、アジア太平洋の枠組みの中
で中国をはじめ各国とのパワーバランスを確保しつつ交
渉し、開放的な貿易体制を維持していくのが最善の策な
のではないでしょうか。
　｢外交と防衛は国家の両輪である。国家本体に内蔵さ
れたエンジンは経済である。いずれも国家の推進力だ。｣
これは、『外交の戦略と志 前外務事務次官 谷内正太郎
は語る＊』という本の中の谷内氏の言葉です。私もまさ
しくそのとおりだと思います。これから日本が取り組む
べきは、外交や安全保障に対する国民の意識が高まっ
てきたこの機をとらえ、これまでの政府の対応や憲法解
釈について検証するとともに、集団的自衛権の解釈や自
衛隊の海外派遣恒久法あるいは米軍基地問題など、わ
が国の安全保障上重要な問題について国民的議論を始
めることです。そして、これまでの米国に頼りきった姿
勢から、自分の国は自分で守り、国際平和にもさらに貢
献できるような自立の道へと段階的に進んで行けるよう、
国として一貫した戦略や仕組みを構築し、日本の覚悟を
示すことなのです。
　今、まさに“日本のあり方”が問われています。われ
われ経済人も、経済は外交と安全保障があってこそ真
の力を発揮できるとあらためて認識し、国民の一人とし
ておのおのが外交や安全保障に関心を持ち、思うところ
を発言し、それぞれの持ち場、立場で努力していこうで
はありませんか。もう日本に問題を先送りしている時間
はありません。
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